
種別/事業名・活動名等 具体的内容 活動母体となる当会委員会等 自治体等

法律相談 法律相談への担当者派遣 自治体等が実施する法律相談へ弁護士を派遣しています。

島根県，松江市，出雲市，雲南市，隠岐郡
松江市社協，飯南町社協，雲南市社協，江津
市社協，島根県母子寡婦福祉連合会，しまね
国際センター，法テラス

講師派遣 各行政機関の職員研修等への講師派遣
各行政機関の職員向け研修等へ弁護士を講師として派遣して
います。

県，県下市町村，島根県警，県立病院等

2 法律相談
法テラス島根助っ人弁護士制度への担当者派
遣

法テラスと当会が協力して，松江市社会福祉協議会，浜田市
社会福祉協議会において福祉関係者や福祉施設の利用者な
どに対する法律相談を実施しています（なお，この制度の実施
主体は法テラスです）。

法律相談センター
松江市社協
浜田市社協

3 委員推薦 各自治体への行政委員の推薦
県及び県下自治体行政委員会等への委員の推薦を行ってい
ます。

弁護士推薦委員会 県及び県下市町村等

教員を対象にした法教育講座への講師派遣
小・中・高及び特別支援学校の教員を対象として，法教育の意
義とその必要性について講義し，ルール作りの演習，裁判官と
検察官と共に模擬裁判を実施しています。

島根県教育委員会

県内小中学校，高等学校への出前授業
各学校から申込みのある都度，法教育委員会委員が，学校へ
出向き，授業を実施しています。

県下小中学校，高等学校

5 民事介入暴力 島根県民事介入暴力対策研究会
暴力団事案について，県警，県暴追センターと連携して問題解
決にあたっています。

民事介入暴力対策委員会
島根県警
（公財）島根県暴力追放県民センター

島根県犯罪被害者支援連絡協議会

関係機関・団体との緊密な連携によって，被害者等のニーズに
対応した各種支援活動を効果的に推進するため，被害者等の
支援に関する情報交換，調査及び研究，広報及び啓発などを
行っています。

島根県，島根県警

島根県性暴力被害者支援事業
「性暴力被害者支援センターたんぽぽ」

島根県性暴力被害者支援事業に係る法律相談に対応していま
す。

島根県

島根被害者サポートセンター
サポートセンターが犯罪被害者支援活動の一環として行う法律
相談に対応しています。

（公社）島根被害者サポートセンター

6 犯罪被害者支援 犯罪被害者対策委員会

4 法教育 法教育委員会

1 全分野共通

島根県弁護士会行政連携活動一覧表

対象分野

詳しい内容や費用等については，お気軽にお問合せ下さい。
また，下記のお品書きに掲載されていないサービスをご希望の場合も，お気軽にお問合せ下さい。
お問合せ先　　島根県弁護士会　℡：０８５２ー２１ー３２２５
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また，下記のお品書きに掲載されていないサービスをご希望の場合も，お気軽にお問合せ下さい。
お問合せ先　　島根県弁護士会　℡：０８５２ー２１ー３２２５

島根県児童虐待防止対策推進連絡会
児童虐待の発生予防，早期発見・対応から虐待を受けた子ど
もの自立に至るまで切れ目のない支援を行うための，共通理
解，連携強化を図っています。

島根県

無戸籍者問題の解消を目指す島根地方協議
会

無戸籍者問題の解消に向けた取り組みを強化するため、情報
の把握及び支援を目的としております。

法務省

島根県子ども・若者支援地域協議会
不登校、ひきこもり、ニート、非行など深刻化する子ども・若者
に対し、切れ目のない支援を行うための関係機関ネットワー
ク。

島根県

島根県いじめ問題対策連絡協議会
構成団体等のいじめの防止等に関する取組の把握、情報交
換、情報共有。

島根県

高齢者・障害者虐待対応専門職チーム
島根県から委嘱を受けた島根県社会福祉士会が実施している
高齢者，障害者の虐待に関する事例検討や情報交換，突発的
な虐待事例への対応等に弁護士も参加しています。

県及び県下市町村

高齢者・障害者虐待ネットワーク会議
高齢者・障害者やその家族等に対する多面的な支援を実施す
るためのネットワークの構築を図り，定例的に，個別事例の検
討や意見交換等を実施しております。

県下市町村

島根県地域生活定着支援センター
島根県地域定着支援センターの活動に弁護士の意見を反映さ
せるための意見交換を実施しています。

高齢者・障害者の権利に
関する委員会

刑事弁護センター
島根県（島根県社会福祉協議会）

9 ＤＶ問題

女性に対する暴力対策関係機関連絡会
→島根県困難女性及びDV被害者等支援ネット
ワーク会議に集約（委員は推薦委員会により選
出）

女性に対する暴力の被害者支援について共通理解と認識を深
め，関係機関相互の連携強化を図っています。

島根県

10 男女共同参画 島根県男女共同参画相談機関連絡会議
県民または事業者からの性別による差別的取扱いその他の男
女共同参画を阻害する行為についての相談に対して，連携を
図り，適切に対応するための情報交換等を行っています。

島根県

両性の平等に関する委員会

8 高齢者・障害者問題

高齢者・障害者の権利に
関する委員会

7 子どもの権利 子どもの権利委員会
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対象分野

詳しい内容や費用等については，お気軽にお問合せ下さい。
また，下記のお品書きに掲載されていないサービスをご希望の場合も，お気軽にお問合せ下さい。
お問合せ先　　島根県弁護士会　℡：０８５２ー２１ー３２２５

島根県消費者教育外部人材活用講師派遣事
業
「プロフェッショナル出前授業」

学校における実践的な消費者教育の実施を効果的に推進する
ため弁護士を県内の学校等に派遣し、消費者問題に関する知
識の習得に向けた授業を行います。

島根県

島根県高齢者消費者被害防止対策会議

近年、増加、悪質化する高齢者被害に対し、関係機関・団体等
が緊密な連携をとり、被害の未然防止や相談体制の充実等効
果的で適切な施策を円滑に展開、推進していくことを目的とし
てしています。

島根県

島根県消費者金融等被害防止対策会議

不法な行為等を行う貸金業者による被害の防止対策、多重債
務による被害者からの相談等への対応など、消費者金融等の
被害の未然防止や相談体制の充実等を図ることを目的として
います。

島根県

島根県消費者センターとの懇談会
県消費者センターと県内の消費者被害の相談状況の共有及び
事例検討を行っています。

島根県

消費生活研修会

 市民が消費者教育を学び、共に手を携えながら幸せに暮らし
続けられることを目指して、平成３０年２月に松江市消費者教
育推進計画を策定し、その実施事項として「保護者を対象とす
る消費生活研修会」を企画し、弁護士を派遣しております。

松江市内の小中学校

12 貧困対策 島根県自死総合対策連絡協議会

自死対策の推進にあたっては、うつ病対策を中心とした心の健
康問題にたいする取組に加え、多重債務や失業などお社会的
要因に対する取組や自死者の遺贈への支援など総合的な対
策の推進を図ります。

貧困と人権に関する委員会 島根県、各市町村

消費者問題 消費者問題対策委員会
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中小企業支援ネットワークしまね

各機関の連携を通じて、普段からの情報交換や経営支援施策、再生
事例の共有等を行い、経営改善や再生の目線を揃えることで、経営
改善や再生のインフラを醸成し、地域全体の経営改善、再生スキル
の向上を図っていくため、定期的に情報交換会や研修会を実施して
まいります。
この取組に加え、協会等を中心に、個別の中小企業者が自らの関係
者と意見を交換し、あるべき支援の方向性について検討していく場
（個別の中小企業者を支援する枠組み（経営サポート会議））の構築
についても、各地域において検討を進めています。

倒産部会 金融庁、中国財務局

島根県中小企業活性化協議会

認定支援機関が行う中小企業再生支援業務の具体的内容、
実施体制の確保その他の中小企業再生支援業務の遂行に関
する重要な事項を審議し、決定するほか、認定支援機関に対
する専門的な助言を行う。

商工会議所・商工会連合会・商工会・金融機
関・信用保証協会・都道府県中小企業支援セ
ンター・都道府県

島根県事業承継施策推進会議
島根県事業承継ネットワーク
士業連携ワーキンググループ

中小企業の円滑な事業承継の実現支援に向けたプラット
フォームを構築し、事業承継診断等の実施により事業者に事
業承継の早期着手の重要性に関する気付きを提案し、地域を
あげた組織的な支援を通じ、地域経済の維持発展、活性化に
貢献する。

事業承継等の中小企業支援を行う国・地方公
共団体・支援機関・金融機関・士業団体等

中小企業経営セミナー
中小企業等への情報提供、相互の研修等への講師派遣、地
域における経済情報、同行等に関する情報交換、その他中小
企業等の支援に寄与する事業。

日本政策金融公庫

弁護士業務改革委員会

13 中小企業


